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はじめに
　農林水産業は林野や海洋・閉鎖水域の環境を保全・維持しながら，適正な収穫（漁獲・収穫・伐採）
をなすことによって成立する。これらの産業を本研究では環境保全型産業という。環境保全型産業のう
ち，漁業においては200海里規制と海外からの水産物輸入の激増によって，林業においては過伐採と低
価格の外材輸入の増加によって，農業も低価格の輸入産品の増加によって年々国内生産と収益は減少し
ている。また，過去の乱獲・乱伐や従業員の賃金の上昇などによって，生産費用は増加している。経営
戦略にも問題がある。これにより，経営の収益性が低下し，採算点に達しないため，企業的にはきわめ
て停滞的であり，結果として環境保全機能を低下させている。それは製造業とくに日本の高度成長を支
える自動車，家庭電器，半導体，化学等の諸企業など環境への負荷の多い，環境非保全型産業の繁栄と
対照的となっている。
　総資本経常利益率は企業の収益力の総合指標として重要であるが，大蔵省「法人企業統計年報」によ
れば，農林水産業の総資本経常利益率は1992年度以来マイナスを続けている。とりわけ漁業のマイナス
は大きい。林業においてはこID統計に示されている民有林は辛うじて黒字経営を維持しているが，日本
の森林の大きな部分をなす国有林野事業の損失は1991年度以後は毎年1千億円を越え1995年度は1，318
億円となり，繰越欠損金は1兆5，076億円，債務残高は3兆3，308億円に達している。
　しかし，環境保全型産業は，地球規模の生態系を保持し，自然環境を維持するために，多様・多面的
なべネフィトを与え，逆に環境への負荷（コスト）は少ない。しかし，こうしたべネフィトは市場経済
での交換価値をもたないために，これを推定計算し，評価する以外ないが，軽視されることが多い。
　本研究では，第一に最近10年の日本の産業の発展について考察する。次いで農林水産業を環境保全型
産業として位置づけ，その収益，生産性，財政状態を一般産業と比較・検討をおこない，その衰退の実
　☆商学部教授
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態をあきらかにする。最後に高成長産業であり，同時に環境非保全型産業ともなりかねない薬品，自動
車，電機と環境保全型産業との比較検討をおこなう。結論として環境保全型産業の発展と，環境非保全
型産業の抑制をつうじて日本産業の均衡ある発展と，公害を防止し，自然破壊を防止する政策への方途
をさぐりたい。
※本論文は1995・1996年度文部省科学研究「林野水産業における資源・環境保全的経営・会計方法とコスト・ベネ
　フィット分析の研究」（共同研究者　政治経済研究所主任研究員　山口由二）のひとつとして執筆されたもので
　ある。
1　産業の高成長のなかでの環境保全型産業の衰退
1　大法人中心の資本蓄積
　第1表「日本における巨大企業の高成長」によれば，1986年度から1996年度までの10年間に推定法人
企業数は187万法人から247万法人に31．7％増加している。1986年度はいわゆるバブル経済の発生期の直
前の円高不況の時期であり，1996年度は，バブルが崩壊して日本経済が低迷している時期である。この
10年間に資本の集積・集中をしめす資産総額は852兆円から1，308兆円へ53．5％増加している。資産額は
大きくふえているのに，総額としての収益をしめす売上高は29．7％，純額としての収益をしめす経常利
益は0．24％と比較的わずかな伸びに終っているのは，1996年度がいまだ不況から脱出していないことを
しめすものである。
　注目されるのは資本金1億円以下の中小零細企業の資本の集積集中が停滞的で，収益の伸びも著しく
低いのに対して大企業には資本の集積集中がすすみ，収益の増加も著しい点である。この10年間の資産
の増加率は資本金1億円以下の法人が31．7％であるのに対して同1億円以上の法人が55．1％，同10億円
以上の法人が実に79．69％の増加率となっている。さらに売上高では資本金1億円以下の法人の増収率
が29．7％であるのに対して，同1億円以上が51．4％，同10億円以上57．5％となつており，経常増益率に
いたっては，資本金1億円以下の法人が4．1％というきわめてわずかな伸びに陥っているのに対して，
同1億円以上は，35．4％と，かなりの増益率を確保しており，同10億円以上では52．5％と高い増益率を
確保しているのである。付加価値額については，資本金1億円以下の法人も40．4％の伸びと比較的順調
であるが，同1億円以上における64．6％，同10億円以上の70．1％には到底及ばない数値となっている。
従業員数についても，圧倒的に多くの就業者をかかえる資本金1億円未満の伸びが17．3％であるのに対
して同1億円以上が29．9％，同10億円以上が29，3％と増員率は大法人が高くなつている。
　以上は，われわれの分析の前提として，ここ10年間において，大法人中心に資本蓄積がすすみ，収益
の増加があったことを検証したのである。
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2　環境保全型産業の衰退一（1）趨勢分析から
　第2表は全推計法人企業中，製造業と農林水産業およびその構成要素である農業，林業および漁業の
資本，収益，付加価値および従業員（役員を含む）の1986年度と1996年度数値をしめしている。
　これによると，農林水産業の停滞は明らかである。推定全法人数が，この10年間に187万法人から247
万法人に31．7％，製造業が42万法人から46万法人へ8．2％増加してるのに対して，農林水産業の推定法
人数は17，304法人から17，845法人へ3．1％の増加にとどまっている。総資産については推定全法人におい
て75．0％増加し，製造業が49．5％増加しているのに22．3％の増加にとどまっている。さらに深刻なのは
収益性の悪化である。売上高は全法人が37．0％，製造業が25．7％増加しているのに対して農林水産業は
マイナス10．7％となつており，経常利益については全法人はが32．1％，製造業が53．7％の増益を確保し
ているが，農林水産業は780億円から210億円へ51．2％の減益となっているのである。付加価値について
も同様な傾向がうかがわれ，全法人がこの間51．8％，製造業が32．9％の伸びをしめしているのに対して，
農林水産業は9，500億円から8，310億円へ12．5％の減少となっている。従業員数については全推計法人が
3，615万人から4，235万人へ620万人，17．2％減少している。
　次に農林水産業を構成する個別3産業についてみてみよう。　　　　　　　b
　（a）農業
　農業の推定法人数は1996年度は1986年度の11，197法人から11，143法人へ54法人減少しているが，総資
産は12兆円から20兆円へ66．6％の増加となっている。売上高は16兆円から17兆円へ6．73％というわずか
な増加にとどまっており，経常利益は390億円から100億円ヘマイナス74．4％となっている。付加価値は
3，050億円から3，820億円へ25．3％増加にとどまっており，従業員数は11万人から12万人とほとんどかわっ
ていない。
　法人企業統計年報で集約されている農業法人は畜産業，養蚕業，農業サービス，園芸業の法人であり，
圧倒的多数の農家は含まれていない。1996年度「農業白書」によれば，経営耕地面積10アール以上また
は農産物販売金額15万円以上の農家戸数は1991年の379万戸から1996年の339万戸に10．6％減少しており
（124ページ），農地面積は1992年の517万ヘクタールから1996年の499万ヘクタールへ3．3％の減少（125
ページ）となり，1戸当りの耕地面積は増えてはいるが，全体としての農業の縮小は明瞭である。
　農家の売上高についての直接の資料はもちあわせていないが，農業白書によれば農業協同組合の販売
高（これは農協をつうじての農家の販売高とみてよいだろう）は1985年が6兆6，961億円であったのに
対して1995年は5兆9，047億円と11．8％の減少となっており，農業法人の同じ時期の売上高は1兆9，022
億円から1兆7，879億円へ7．0％減少よりその幅はおおきくなっている。農業所得は「農業白書」によれ
ば1994年における米作の記録的な豊作による前年度比23．4％の所得増を除き停滞ないし減少を続けてお
り，1995年は前年度比9．5％の減少，96年も1－11月で17．2％という大幅な減少となっている。こうした
資料からも農業とりわけ農家の収益性の低下は明らかである。
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（b）林業
　林業については推計法人数は最近の10年間で1，740法人から2，070法人へ19．0％増加し，総資産8，2％，
売上高で13。8％，経常利益は60億円から57億円へ4．8％の減少，付加価値では42．1％の増加となっている。
　　　　　　　　　　　　　　　表一1　日本における巨大企業の高成長
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表一2　農林水産業の衰退
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　「林業白書」（1996年度）によれば1994年現在において，会社形態の林業は43，937事業体で，保有山
林面積は152万haにすぎず，会社形態をとらない林家は251万戸で675haの面積を所有し，圧倒的多数と
なっている（同，137ページ）。1996年度「林業白書」は「林家経済調査報告」の数値を引用し，1985年
から1995年の10年間にこの林家の林業所得は31％減少していることを述べ，「林業経営の収益性は長期
的に低下傾向にある」（同，62ページ）としている。「林家経済調査報告」の林家の林業経営収支（全国
1戸当り平均）は次のようである。
表一3　林家の林業経営収支（全国1戸当り平均）
（単位・千円）
1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995
林業粗収入 1，879 2，060 1，735 1，737 1，728 1，663 1，762
林業経営費 761 796 794 1，018 993 1，010 1，130
林業所得 1，117 1，265 941 719 736 653 632
※農林水産庁「林家経済調査」一「林業白書」1994年度（188ページ），同1996年度（139ページ）より
　以上の資料から，林家の粗収益が1990年の206万円から1995年は170万円台に落ちこんでいること，そ
の所得が，1990年から1993年を除き，ほぼ継続的に減少し，1995年は632億円と1989年に比較して43．4
％というきびしい落込みとなっている。
　（c）漁業
　漁業の推定法人企業数は1986年度の4，367法人から，1996年度の4，646法人へ6．4％の増加となっている。
資産総額は2兆4，320億円から2兆2，590億円ヘマイナス7．1％，売上高は2兆5，090億円から2兆2，500億
円ヘマイナス10．32％と減少しているが，経常利益は1986年度の27億円から49億円へ78．6％の増加となっ
ている。付加価値額は5，880億円から3，690億円へ37．2％の減少となり，従業員数12万人から8万人へ著
しく減少している。
　農林水産庁「漁業経済調査報告（企業体の部）」によれば資本金1億円以上の大企業の1996年の社数
は11社であるがこれは10年まえの28社から17社の減少となっている。1企業当りの総資産は1985年の459
億円から559億円へ21．7％の増加となっているが，売上高は1，031億円から1，153億円と11．8％しか増加し
ておらず，経常利益にいたっては9億9，500万円から3億9，300万円へ60．5％という大減益となっている
ばかりか，この10年間には3期（1990・1992・1994年）にわたって経常損失に陥っているのである。
　資本金1億円未満の規模においてはさらに漁業の衰退はきびしいものとなっている。この層の1企業
当りの総資産は1985年の1億8，420万円から1995年は1億9，124万円へ3．80％の増加とほとんど停滞して
いるが，売上高（漁業収入）は1億3，456万円から1億1，347万円へ15．7％減少し，漁業損益では1985年
の67万円の利益から1992年は88万円の漁業担失に陥り，以後4年にわたって損失を計上し続けている。
そして，直近の1995年も225万円の損失となっている。
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表一4　漁業の衰退
大規模漁業 中小漁業
年　　度 1985 1995伸び率（％） 1985 1995伸び率（％）
推計法人数 28 11 一60．71
総資産（100万円） 45，90155，876 21．73 184 191 3．80
売上高（100万円） 103，136115，298 11．79 134 113 一15．67
経常利益（100万円） 995 393 一60．50 0．67 一2
総資本経常利益率（％） 2．20 0．70 0．60 0．20
売上高経常利益率（％） 1．00 0．30 0．70 0．20
総資本回転率（回） 2．2 2．1 0．80 0．70
※農林水産庁「漁業経済調査報告」（企業体の部）
3　環境保全・非保全型産業の収益性，生産性，蓄積性の比較一比率分析から
　これまで，大企業および製造業の高成長と環境保全型産業の衰退を趨勢分析の方法で検討した。ここ
では環境非保全型産業の典型として化学，乗用車，電気産業をとりあげ，保全型産業の典型である農林
水産業と比較検討してみよう。客観的な比較のためには比率分析が最適である。
　まず，環境保全型産業の衰退をみてみよう。第5表「環境保全型産業の収益性・生産性・生産性・財
務健全性」がそれである。
1　総資本経常利益率
　資本収益性の総合指標である総資本経常利益率は全体（推計全法人企業）では1986年度は2．8％，1996
年度は2．1％となっており，バブル崩壊後の景気後退を反映してO．7ポイントの低下となっている。こう
した中で円安による輸出産業の好調もあって製造業は3．5％から4．1％へ0．6ポイントこの比率を上昇させ
ている。もともと農林水産業はこの率は低いが，1986年の1．1％から1986年度は0．4％と0．7ポイントの低
下となっている。うち農業は1986年の3．2％から0．5％へ2．7ポイントも低下している。86年度は例外的に
この利益率は高かった年であり，85年度は1．6％，87年度は0．4％であるから，低収益産業であることは
否みえない。
　民有林業は低収益ではあるが，安定した収益性を維持しているかにみられる。総資本経常利益率は
1986年度は2．0％と全産業平均2．8％よりO．8ポイント低い水準を維持していたが，1996年度は1．6％とこ
れよりO．4ポイントこの比率を低下させている。しかし，この「安定した」収益性は優良立木の乱伐に
よるものともいわれている。
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表一5　環境保全型産業の収益性，生産性，財務安定性
全推計法人 製　造　業 農林水産業 農　　業
年　　度 1986 1996 1986 1996 1986 1996 1986 1996
総資本経常利益率（％） 2．81 2．12 3．52 3．62 1．21 0．43 3．18 0．49
売上高経常利益率（％） 1．99 1．92 2．77 3．38 1．11 0．54 2．47 0．59
総資本回転率（回） 1．41 1．11 1．27 1．07 1．09 α80 1．29 0．82
付加価値率（％） 16．80 18．62 21．11 22．32 21．97 21．52 19．35 22．71
労働生産性（万円） 491 637 511 735 380 378 277 318
1人当り売上高（万円） 2，925 3，420 2，421 3，294 1，730 1，755 1，433 L402
自己資本比率（％） 18．30 19．90 27．10 34．10 4．40 3．50 3．50 3．80
固定比率（％） 218．90251．70141．50134．801，110．201，528．801，649．701，668．20
林　　業 漁　　業
1986 1996 1986 1996
1．96 2．42 0．12 0．22
2．51 2．94 0．12 0．22
0．78 0．82 1．03 16．40
23．85 29．78 23．44 16．40
285 405 490 284
1，195 1，360 2，091 1，731
16．30 12．40 3．50 1．90
301．30363．401，339．202，418．60
※労働生産性（1人あたり付加価値）と1人あたり売上高は万円　※総資本は期末の金額によって算出
※自己資本比率固定比率以外は前掲資料より，他は第1・2表より算出
表一6　環境非保全型大企業の収益性，生産性，　財務健全性
全推計法人 製　造　業 化　　学 輸送用機械器具 電気機械器具
年　　度 19861996 19861996 19861996 19861996 19861996
総資本経常利益率（％） 2．81 2．12 3．52 3．62 5．60 5．40 5．70 5．10 3．60 3．70
売上高経常利益率（％） 1．99 1．92 2．77 3．38 5．30 6．40 3．40 3．70 2．80 3．20
総資本回転率（回） 1．41 1．11 1．27 1．07 1．04 0．85 1．30 1．38 130 1．17
付加価値率（％） 16．80 18．62 21．11 22．32 22．1024．00 17．6018．80 21．20 20．30
労働生産性（万円） 491 637 511 735 840 1，239 670 907 503 837
1人当り売上高（万円） 2，925 3，4202，421 2，421 3，611 4，914 3，6804，6372，279 3，936
自己資本比率（％） 18．3019．9027．10 34．10 30．8040．9038．2042．2033．60 38．30
固定比率（％） 218．90251．70141．50134．80124．60110．50123．70127．60104．80107．10
※労働生産性（1人あたり付加価値）と1人あたり売上高は万円
※環境雰保全型産業の数値は「法人企業統計年報」記載の比率
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　漁業の低収益性は決定的である。引用している「法人企業統計年報」では1986年度のこの比率は0．1
％であり，1996年度は0．3％とぎりぎりの水準で推移している。補足資料としての第4表では資本金1
億円以上の大規模漁業においても1986年度の2．2％から0．7％へこの比率は鋭く落ち込んでおり，資本金
1億円未満の中小漁業にいたっては1985年度の0．6％から0．2％までO．4ポイントも低下しているのである。
2　売上高経常利益率
　総資本経常利益率高・低の原因分析は売上高経常利益率と総資本回転率に分解しておこなわれるが，
農林水産業においてはとりわけ利益率の低下が著しい。売上高経常利益率は全産業では1986年は1．99％
であり1996年も1．92％とほぼ同様の水準にとどまっている。製造業は3．7％が4．4％へ0．7ポイント上昇し
ている。ところが，農林水産業では1986年は1．1％であり，同じ時期の全産業にくらべて0．9ポイント低
く，その後さらにこの比率は低下し，1992年度から1995年度までは損失率となり，1996年度わずかに
0．54％の利益率となっている。1986年度比では0．6ポイントの低下となっている。
　この比率は，農業においては1986年度の2．5％から0．6％に低下し，この間に1992年度から1995年度ま
では4期にわたって損失率となっており，農業の低収益率は決定的となっている。
　林業においてもこの比率は2．5％から2．1％まで低下している。この間ほとんど1％台の低利益率となっ
ている。
　漁業の状態もきびしく，一貫して1％台以下もしくは損失率で推移している。
　売上高経常利益率の低下は販売価格の低下とコスト上昇という二つの要因から生じるが，わが国にお
いては海外からの安価な第一次産品の輸入によるところが大きいと推定される。
3　総資本回転率
　総資本回転率は投下総資本がどれほど収益を生み出しているかをみるために算出される，資本収益性
をしめす比率である。全産業では1986年度は1．4回であったが，ほぼ継続的に悪化し，1996年度は1．1回
となっている。製造業は1986年度は1．1回であったかが，1996年度には0．9回と0．2ポイント低下している。
農林水産業の回転率は1．1回と全産業の数値とほぼ等しかったが，これが1996年度にはO．8回に低下して
いる。
　もっとも回転率の低下が著しいのは農業であり，1．3回から0．8回へO．5ポイントも低下している。
　林業ではもともとこの比率は低く，1986年度の0．8回は1996年度にも維持されて変わらない。
　漁業の回転率はほぼ一貫して低下を続けている。1986年度は1．04回であったものが，1996年度は0．78
回にまで低下している。
4　付加価値率，労働生産性，1人当り売上高
　生産性は付加価値率，労働生産性，ユ人当り売上高等によって測定される。労働量投入の多い農林水
産業においては付加価値率は一般的に高くあらわれるはずである。それは1996年度においても全産業が
一9一
　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学社会科学研究所紀要
18．6％，製造業が22．6％であるのに対して農林水産業が21．5％，農業が22．7％，林業が29．8％，そして
漁業が19．4％とすべて産業平均を上回っている。
　しかし，従業員1人あたり付加価値である（付加価値総額を平均従業員数で除算して算出）労働生産
性はすべて産業平均より劣っている。1996年度において全産業平均が1986年度において491万円，1996
年度においては637万円と29．7％高まっているのに対して，農林水産業平均においては，同じ時期に380
万円，378万円と低い額で低迷している。農業においては，277万円から，318万円へ14，8％増加してい
るが，なお低位にある。林業は285万円から405万円に42，1％の増加となっているが，なお全産業平均に
及ばず，うちとくに漁業のそれが490万円から284万円に42％も低下しているのは，魚価と漁獲量の低迷
のなかにあっても出漁を増やした結果と推定されるのである。
　1人当り売上高もほぼ同様な結果をしめしている。農林水産業のそれは，1986年度1，730万円であり，
製造業は2，421万円とこれより40．0％もおおく，環境保全型産業の低生産性ないし低収益性をはっきり
としめしている。しかも1996年度にいたって，製造業が3，293万円と36．0％も増加しているのに農林水
産業は1，755万円とほとんど変化していない。うちとくに漁業は1986年度の2，091万円から1996年度の1，731
万円への落込みがおおきい。
5　自己資本比率，固定比率
　財務安定性をもっとも端的にしめす比率として自己資本比率と固定比率を選んだ。自己資本比率はい
うまでもなく総資本（総資産）のうちにしめる自己資本（資本金＋資本準備金＋利益準備金＋剰余金等）
の比率であり，この比率の高さは財務安定性の尺度とされる。
　全推計法人のこの比率は1986年度は18．3％であったが，1996年度は19．9％とこの10年間に1．6ポイント
改善され，製造業においては33．7％から34．1％へわずかではあるが改善されている。農林水産業と比較
するばあい，決定的なのはこの比率の絶対的な低さである。農林水産業平均で1986年度は4．4％であり，
全推計法人に比較して13．9ポイントの格差であるが，1996年度でこの比率は3．5％に落ち，その格差は
16．4ポイントとさらに拡大している。
　農業のこの比率は1986年度3．5％ときわめて低く1996年度は3．8％と0．3ポイント上昇しているが，この
間1991年度はマイナス3．2％，1993年度はマイナス3．6％，1994年度はマイナス5．5％に落ち込んでおり，
きわめて不安定な経営がなされていることをしめしている。林業のこの比率は1986年度は16．3％と全推
計法人より，2．0ポイントだけ低位にあったが，1996年度にいたっては，12．4％と3、9ポイントも低下し
ており，この間1992年度は9．2％と10％以下に落ち込むなど不安定な自己資本比率となっている。漁業
のこの比率は低く，しかも低下している。1986年度には3．5％であったものが，1996年度には1．9％と農
林水産業のなかでも最低の比率となっており，しかも1993年度はマイナス1．1％，1993年度は0．4％といっ
そうこの比率を悪化させており，不安定なものとなっている。
　固定比率は　固定資産／自己資本×100　という算式で計算され，低いほど財務の安全性が高い。固
定資産は事業内で長期に使用される資産であり，その代表的なものは機械装置などの有形固定資産であ
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り，できる限り自己資本でまかなわれるのが望ましい。（自己資本でまかなわれていれば100％以下とな
る。）全推計法人のそれは1986年度は218．9％であり，1996年度は251．7％と32．8ポイントの悪化となって
いる。製造業平均では1986年度は141．5％と全推計法人のそれよりも77．4ポイント低く，1996年度にそ
れは134．8％といっそう低下して良好な財政状態を示している。
　農林水産業のそれは1986年度は1，110．2％，1996年度は1，668．296と全推計法人にくらべても，決定的
に悪く，それは固定資産を殆どすべて負債によって購入していることを示している。
　農林水産業のうち農業はひときわこの比率が悪く，1986年度は1649．7％であり，1996年度はさらにこ
の比率を悪化させて1，668．2％となっている。
　これに比較して林業ははるかに良妊である。1986年度におけるこの比率は301．3％であり，それが1996
年度には363．4％と62．1ポイント悪化しており，固定資産への投資資金について負債への依存度を高め
ていることを示している。
　漁業の1986年度のこの比率は1，339．2％であり，1996年度のそれは2，418。6％と農林水産業中最悪となっ
ている。漁船に代表される固定資産をほとんどすべて借金で購入している漁業の財務の極端な劣悪性が
ここに示されているのである。
　以上法人企業という限界のある資料においても第一次産業である農林水産業の資本，収益，生産性，
財政の停滞ないし衰退は明らかである。
4　環境非保全型産業の収益性，生産性，財務安定性
　つぎに環境非保全型産業の収益性，生産性，財務安定性を環境保全型産業と比較検討してみよう。前
述のように，ここでは環境非保全型産業の典型として化学，輸送用器機，電機機械器具を選んだ。この
産業に共通するのはエネルギー多消費型であることであり，これに加え化学は水俣病に代表されるよう
に，製造過程で多くの汚染物質を排出するとともに，その製品であるビニール，プラスチックの廃棄や
焼却による土壌や大気汚染は深刻な問題となっている。乗用車メーカーはその製品である車の大量の排
気ガスによって大気を汚染し，スーパー林道に典型的に示されるように森林環境を破壊するとともに，
廃車の処理によって土壌を汚染している。電機には製造過程において使用される洗浄剤の排出による土
壌汚染や膨大な廃品の処理の過程での土壌や大気の汚染がある。これらの産業はまた再生不能な鉱物資
源を大量に消費するとともに，公害，自然環境の破壊を通じて著しく外部不経済を生じせしめているの
である。
　（1）収益性
　収益性の総合指標である総資本経常利益率は農林水産業では1986年度は1．2％となっているが，製造
業は3．5％，化学は5．7％，輸送用器機は5．7％，電機機械器具は3．6％とこの3業種全てがこれをはるか
に上回っている。1996年度のそれは農林水産業は0．4％といっそう悪化しているが，製造業が3．6％，化
学が5．4％，輸送用器機が5．1％，電機機械器具が3．7％といぜん高い収益性が維持されている。もちろん，
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この間1992・93・94年度はこれらの業種も収益性にかなりの落込みがみられているが，その後の時期に
これを回復してきている。しかし，農林水産業においてはきわめて低水準の回復にとどまっており，構
造的に低収益性が定着している。
　総資本経常利益率の高・低は売上高経常利益率と総資本回転率の高・低によって決定される。うち，
原価・費用と売上高の差を％でしめした売上高経常利益率は農林水産業では1986年度は1．1％ときわめ
て低い。100円の売上高で1円の利益しかえられていない。これに対して製造業は2，8％，化学は5．3％，
輸送用器機は3．4％，電機機械器具は2．8％と利益率の差はおおきい。総資本経常利益率でもそうであっ
たように，しかもこの差はますます拡大している。1996年度において農林水産業のこの比率はそれに先
立つ4期のマイナスからやっと0．5％に浮上しているが，化学は6．4％，輸送用器機は3．7％，電機機械器
具は3．2％と比率を好転させているのである。
　資本収益性をしめす総資本回転率はどうか。それは設備投資の多い大企業やトヨタ自動車のようなも
うけ過ぎで資金過剰な企業では回転率は悪化する傾向にある。農林水産業のそれは1986年度1．09回（そ
れは投下総資本の1．09倍の売上高があったことをしめす）であり，化学は1．04回とこれよりわずかに低
く，輸送用器機は1．3回，電機機械器具も同じく1．3回となっている。
　この比率は農林水産業はほぼ継続的に低下し，1996年度には0．80回となっている。他方，化学もこの
比率を低下させ，0．85回となっているが，低下幅は農林水産業がおおきい。輸送用器機は1．38回とわず
かではあるが，この比率を高め，電機機械器具は1．17回と0．13ポイント低下させている。農林水産業の
この比率の低さは投下資本の限界的な増加が期待した収益（売上高）を生み出していないことをしめす
ものである。
　（2）生産性
　付加価値は創出価値から外部購入価値を差し引いた額を意味しこれを売上高で除算したのが付加価値
率であった。ほんらい農林水産業は天産物という性格を有するためにこの比率は第2次生産物よりも高
くなければならない。しかし，こうした分野において販売価格の低落に加え農業器具，漁船の高品質化
など外部価値の投入が増大し，付加価値率は低下している。農林水産業の1986年度のこの比率は22．0％
であり，製造業は21．1％，化学は22．1％，輸送用器機は17。6％，電機機械器具は212％と輸送用器機が
4ポイント程度低いのを除けば同一水準となっている。農林水産業のうち，林業が23．9％，漁業が23．4
％と高く，農業が19．4％とかなり低いのが注目される。この比率は10年後の1996年度には製造業が22．3
％，農林水産業も21．5％とわずかな変化にとどまっているが，農林水産業の内部では漁業のこの比率が
23．4％から16．4％へ7．04％も低下し，林業のそれが23．9％から29．8％とおおきく上昇しているのが注目
される。環境保全型産業のこの比率にはおおきな変化はみられない。
　労働生産性は付加価値総額を従業員で除算して算出し，従業員（ここでは役員も含む）1人当りの付
加価値をしめす。農林水産業では労働力の投入量が多いために，製造業にくらべこの額は小さくなる。
農林水産業のそれは1986年度において，380万円であり，製造業は511万円と圧倒的に大きい。うち化学
は840万円と3業種中最も大きく，輸送用器機は670万円，電機機械器具は503万円となっているがいず
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れも農林水産業のそれよりはるかに大きいものとなっている。注目されるのは農林水産業のこの額がまっ
たく停滞しているのに対して非環境保全型3業種が主として省力化（人減らし）によってこの額を著し
く増やしている点である。製造業としても511万円から735万円へ43．8％の増加となっているが，化学で
は1996年度は907万円と35．4万円の増，輸送用器機器具は同じく907万円と35．4％の増加，電機機械器具
も同じく837万円と66．4％の増加となっているのである。
　環境非保全型産業の高収益性と高生産性は従業員1人あたり売上高にも明瞭にしめされている。農林
水産業のこの額は1986年度において1，730万円であり，10年後の1996年度においても1，755万円と停滞し
ているのに対して，化学は同じく3，611万円から4，914万円へ36．1％の増加，輸送用器機が同じく3，680億
円から4，637億円へ26．0％の増加，電機機械器具が同じく2，279万円から3，936万円へじつに72．7％の増加
となっているのである。
　（3）財務安定性
　自己資本比率はもっとも端的に財務安定性をしめす比率であり，全推計法人企業では20年前の1976年
度における13．7％を底にしてじょじょに上昇し，1996年は199％となっている。農林水産業は1986年度
の時期において4．40％ときわめて低く，しかも1996年度までの10年間低迷をつづけ，1996年度には3．5
％となっている。これに対して製造業は1986年度にはすでに27．1％とはるかに高い資本蓄積度をしめし，
これが1996年度には34，1％まで高められている。化学は1986年度は30．8％と製造業平均より高く1996年
度にはさらにこの比率を40．9％と10．1ポイントも高めている。輸送用器機も同じく38．2％から42．2％へ
4．0ポイント，電機機械器具も33．6％から38，3％へ4．7ポイントもこの比率をたかめており，環境保全型
産業の過小資本とマイナスの蓄積にたいして，環境非保全型産業の急速な資本の蓄積が対照的にしめさ
れているのである。
　固定比率は化学が1986年度において124．6％であったものが1996年度には110．5％へ14．1ポイント改善
され，輸送用器機は123．7％から127．6％へ3．9ポイントの悪化となり，電機機械器具は104．8％から107．1
％と2．3ポイントの悪化となっており，化学以外はやや固定資産への過剰投資傾向がみられるが，全推
計法人企業の1996年度の134．8％というこの比率と比較しても環境非保全型産業の財務安定性が卓越し
ていることは明らかである。
　　5　小括
この分析から以下の諸点があきらかとなった。
（1）全推計法人企業数はこの10年間に31．7％増えている。とりわけ資本金階層では上位の階層がふえ
　ており，10億円以上の大法人が90．0％もふえている。
（2）総資産（総資本），売上高，経常利益にしめされる収益・利益も大法人企業の増加率が圧倒的に
　高い。
（3）付加価値，従業員数にも同様な結果がみられる。
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　以上から企業の大型化の進行と，大資本の優位性がはっきりとみられる。
　（4）全推計法人企業数の増加率は1986年度に対比して31．7％，製造業数は8．21％であるのに対して，
農林水産業数は3．13％しか増加していない。資産＝総資本は製造業が49，5％の増加率であるのに対して
農林水産業は22．3％でしかない。とくに漁業はマイナス7．1％となっており，農林水産業の著しい資本
の停滞（林業）または衰退（漁業）は明らかである。
　（5）収益・利益の面では，農林水産業はその総額自身がきわめて小額であり，1986年度における売上
高4兆3，250億円は全推計法人企業の売上高の0．41％にすぎず1996年度の売上高は3兆8，610と13．9％の
減収率となっており，全推計法人企業のこの期の売上総額の0．27％とその比重を落としている。とくに
漁業の落込みがおおきなものとなっている。経常利益をとっても農林水産業は全体の1986年度はO．23％，
1996年度は0．08％を占めるにすぎず，農業と漁業環境保全型産業の利益水準は農業と漁業は極端に低く
なっている。
　以上から第一次産業にたいする第二次産業の企業的優位性も益々明確となってきている。
　（6）製造業のうちとくに化学，輸送用器機，電機機械器具に代表される環境非保全型産業がこの10年
において収益性においても，生産性においても，さらに財務安定性においてもますます強化されている
反面，農林水産業に代表される環境保全型産業のそれが，ますます悪化しており，対照的である。
　1997年3月17日の「日本経済新聞」は「プリズム」による「優れた会社」ベスト300をえらんでいる
が，そのベストテンはつぎの会社である。
　　　　　　　　　①花　　王　②ローム　③シャープ④NEC　⑤大日本印刷
　　　　　　　　　⑥アイワ　⑦キャノン⑧大塚製薬⑨トヨタ自動車⑩松下電工
　評価の因子は①社会性・透明性　②収益・成長力　③環境・研究　④若さ　であり，総合評価は学識
経験者36人と，日経記者50人が21世紀にむけての「優れた会社」という視点をふまえて主観的に5段階
で評価した，という。しかし，これらの「優れた会社」やそれの属する産業分野が21世紀にますます発
展し巨大化することによつて，日本の産業と国土の釣合のとれた発展・開発と公害・自然破壊の防止が
できるとは到底考えることはできない。
6　環境保全型産業の公益的機能
1　会計計算の枠組みの限界とコスト・ベネフィット計算の導入
　以上の分析，評価は主として会計計算の枠組みとそれからえられた資料にもとつくものであった。し
かし，それは次の限界をもつものである。
　（1）会計計算は，会計上の取引を記録し，企業資本（ストック）とその活動を費用と収益および結果
としての純損益（フロー）として計算・表示する。それは企業資本というかぎられた資源とその活動を
計算した結果であるために，市場で貨幣価値をもたない価値＝ストックとそれへの負荷（コスト）と便
益（ベネフィット）＝フローは記録・計算の対象外においている。
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　②　これまで無限に存在すると考えられたために，使用価値はあるが価値（交換価値）はないとされ
てきた資源の経済価値を認識する必要にせまられている。水や空気は有限であり，しかも汚染にさらさ
れている。すでに淡水は価値物として販売されているが，その販売価値は無価値の天然水を浄化し，運
搬する労働に等しい価値を中心にして決められている。空気についても同様である。例えば実験室や半
導体製造工場などでは空気を浄化する必要に迫られているケースもでている。製造過程で極端に汚染さ
れた空気は浄化し排気する必要がある。
　環境保全型産業は空気や水を浄化し，酸素を供給するなど自然環境の維持・増進に役だっている。こ
のベネフィットは会計計算の枠組みには入っていない。
　（3）石油のような化石燃料，鉄鉱石再生不能な鉱物資源の価値はこれを発見・開発し，採掘し，販売
するための労働の価値を中心にきめられている。しかし，きわめて長い時間のなかで，いわば地球の醸
成した有限の資源をこれだけの価値で評価してよいだろうか。地球が醸成した時間の価値を含まなくて
よいのだろうか。
　（4）しかも，これらの化石燃料の消費から大量の汚染物質が排出される。鉱物資源からの製品の廃棄
も自然を破壊している。これらの環境への負荷は環境非保全型産業に多く発生しているが，会計計算の
範囲外とされている。
　（5）その生育に長期の時間を必要とする資源がある。例えば森林と木材の価値は何によって決定され
ているのか。おそらく，低価格で輸入されている熱帯木材の価値はそれを現地で伐採する低廉な労働力
の価値と消費地までの輸送費用を中心として形成され，自然増価を無視しているとみられる。何等かの
かたちで，立木竹の価値には自然増価の価値を含むべきである。魚価にも自然増価を反映させるべきで
ある。
　（6）こうした総資本の再評価やコスト・ベネフィットにもとずく会計計算の修正による課税や補助金
支出は政府と行政当局によってなされなければならない。
　例えば，環境保全補助金として資本金10億円以上の製造業の売上高について1％の課税をするだけで
1996年度基準で2兆2，473億円の税収がえられ，これを農林水産業に補助金としてあたえることによっ
て，そのベネフィットの一部を補償し，環境保全を促進できるのである。
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参考1　森林のコスト・ベネフィット分析
　林野庁は「森林の公益的機能について」というつぎの文書を公表している。
森林の公益的機能について
林野庁
　森林は，木材等の生産のみならず，国土の保全，水資源のかん養，自然環境の保全・形
成等，多面にわたる公益的機能を有している。
　これらの公益的機能を明確に計量化することは困難であるが，林野庁において昭和47年
に試算した森林の公益的機能の評価額は年間約12兆8，200億円となっており，これを平成
3年時点に換算すると年間約39兆2，000億円となる。
森林の有する公益的機能の評価額（年間）
機能の種類 評価額（億円） 備　　考
水資源かん養
y砂流出防止
y砂崩壊防止
ﾛ健休養
?ｶ鳥獣保護
_素供給・大気浄化
42，600
V9，800
@1，800
V6，700
@6，900
P84，200
森林土壌による地下水貯留量
X林により抑止されている流出土砂量
X林により抑止されている崩壊土砂量
X林レクリエーション投下額
ｹ類による森林被害の軽減額
X林による酸素供給量
合　　計 392，000
一16一
第36巻第2号　1998年3月
以上の公益機能と国有林の損益計算（会計計算）を組み合わせた総合計算書を作成すると以下のよう
になる。
国有林事業の総合計算書（1991年度）
1．費用・収益分析 （単位：億円）
費　　　　用 金　額 収　　　　　益 金　額（
企　業　的　領　域
）
（企　業　的　領　域
）
経 ・　　営
?
1，446 売　　　　上
?
1，723
一般管理費及販売費 817 林　野等売払　収 入 340
雑 損 3 雑　　　　収 入 110?
益 1
森林保全費等受入 11
（営業損失　） 81
合　　　　　　計 2，266 合　　　　　　計 2，266
（国家的領域・事業勘定） （国家的領域・事業勘定）
治 山　　事　　業
? 135 治山勘定よ　り 受入 135
（国家的領域・資本勘定） （国家的領域・資本勘定）
減 価　　償　　却
? 503 利　子　財　源　受 入 100?
産　　除　　却
?
5 （本年度損失） （1，177）
支 払　　　利 子 643
営 業　　　損 失 8
合　　　　　　計 1，277 合　　　　　　計 1，277
2．コスト・ベネフィット分析 （単位：億円）
???????????
ツ
???????? 1，177
121，127
3．再調整
122，304
）???????????????”噂
????????57，47013，291
24，898
　562
23，930
2，153
122，304
（単位：億円）
46
W1
Q7
??????????????????? 　　　　121，127
　　　　121，127
（注）森林のベネフィットは，1980年度についての農林水産省資料による森林の公益機能
　24兆4，500億円に対し，国有林面積31．2％を乗算して算出（年度が異なるためカッコ
で表示）
※筆者作成
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林家・法人林業の総合計算書は次のようになる。
（単位：億円）
林家・林業総合計算書（1991年度）
費用・収益分析1
費　　　　用　　　　金　額 収　　　　益　　　　金　額?????
家　　経　　営　　費　　　19，918
ﾆ　　総　　費　　用　　　2，302
ﾆ　　　所　　　得　　23，606
ﾅ　引　前　利　益　　　　44
林　　家　　粗　　収　　益　　43，524
ﾑ　業　法　人　収　益　　　2，346
45，870 45，870
（単位億円）ベネフィット分析2．コスト
コ　　　ス　　　ト べ ネ　フ　ィ　ッ
?
花粉症に　よ　る被害
?
年　度　純　利 益 23，650
ベネフ　ィ　ッ　ト超過 128，968酸素供給，大気浄化 60，602
水 資　源　か　ん 養 14，015
土 砂　流　失　防 止 26，254
土 壌　崩　壊　防 止 592
保 健　　　休
?
25，234
野 生　鳥　獣　保
?
2，270?
温　　　保 持
栄養塩の無機化作用?
の 他
合　　　　　計 128，968 合　　　　　計 128，968
※林家の粗収益と経営費については「林業白書」平成8年度版137－139ページより算出
　林業法人のベネフィットは林野庁発表資料による森林の公益機能39兆2，000億円に林
　家，会社所有面積32．9％を乗算して算出
※筆者作成
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参考ll農業のコスト・ベネフィット分析
　1997年度「農業白書」は農業の外部経済効果について三菱総合研究所の以下の試算にもとづき6兆
6，530億円の外部経済効果一われわれのいうベネフィットーがあるとし，次のように述べている。
「水田農業の公益的機能が失われた場合にもたらされる水害の多発や国土景観の喪失といった
外部不経済は，国民にとって経済的・精神的に計り知れない影響を及ぼすものであるが，水田
の有する洪水防止機能，農村景観・保健休養機能等について代替法（市場価格の代わりに，同
程度の機能効果を提供しようとした場合に必要な施設の建設コスト等を当てはめて機能の経済
的価値を推定する方法）では，年あたりおよそ4兆6，000億円との試算もある（表1－9）。
　各地における取組は，農業を基盤とした農村が有するこのような公益的機能について国民が
再認識する契機となっている。」
表1－9田畑の有する外部経済効果の評価（代替法による試算）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円／年）
評　価　額
機　　能 便　　益
水田 畑 計
洪水防止機能 洪水被害の軽減 19，257 3，881 23，408
水資源かん養機能 河川流況の安定及び安価な地下?ﾌ供給 7，398 236 7，634
土壌浸食・土砂崩
?h止機能
土壌浸食や土壌崩壊による被害
ﾌ軽減 472 55 527
土壌浄化機能 植物残さ等の廃棄物処理費用のy減 45 37 82
景観保全・保険休
{機能 都市住民訪問による価値 17，116 14，581 31，697
大気浄化機能 大気汚染ガスを吸収し大気を浄ｻ 1，717 1，465 3，182
合　　　　　　　計 46，275 20，255 66，530
資料：「水田の外部経済効果に関する報告」（平成3年3月・三菱経済研究所）の試算
　　方法に準拠して，5年度の農林水産省データを中心に三菱総合研究所が試算（平成
　　6年度）
※平成8年度「農業白書」95ページ
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参考皿　漁業の公益的機能について
漁業の公益的機能については
（1）水質浄化
（2）離島への居住を可能にする
（3）海難救助
　（4）　リクレーション機i能
などがあり，1994年度において2兆2，718億円という評価がある。それは同じ年の漁業生産高2兆3，738
億円にほぼ等しい。
参考文献?????????農林統計協会「農業白書」1991年版一1996年版
同「林業白書」1994年版一1996年版
同「漁業白書」1993年版一1996年版
環境庁「環境白書」総説版，各論版　1996年版
大蔵省「法人企業統計年報」（「財政金融統計月報」所収）1976年度一1997年度
日本経済新聞社「日経経営指標」全国上場会社版　1997年度版
D．Wピアス他和田憲昌訳「新しい環境経済学」ダイヤモンド社　1994年
山口孝他「21世紀型企業の環境保全戦略」水曜社　1996年
山口孝他「新国有林論」大月書店　1993年
山口孝他「企業分析」白桃書房　1996年
日本科学者会議「地球サミットへの提言」青木書店　1992年
ドネラ・H・メドウス他茅陽一監訳「限界を越えて」ダイヤモンド社　1992年ほか
山口由二「環境保全型産業としての水産業　一水産業の過去と未来のあり方一」「政経研究」働政治経済研
究所1998年第1号掲載予定
　　（1997・11　・30）
（やまぐち　たかし）
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